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議会局フリーアドレス化事業 新規 政策的経費 ともに進める（総合力） － ○ R7 1 6,723 6,723

1 6,723 6,723

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井県長期ビジョン
における位置づけ

関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

令和
７年度
予算額

 財源内訳

令和６年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 総務課 （単位：千円）



課長名

■ ■ R7 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

職員の効率的・多様的な働き方やペーパーレスの推進など、職員の新しい働き方を
推進する必要がある。

［問題・課題を表す客観的データ］

－

（実績） （役割分担）

市町との連携状況 － 他県の状況 －

○議会局内執務室のフリーアドレス化を実施
　・執務室のフリーアドレス化の実施
　・フリーアドレス席およびテレワーク環境でも支障なく電話をかけることができるようTeamsを活用した電話手法を導入

［受益者］ 県職員 ［想定される受益者数］ 約30名

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

政　　策  〔 政策17　「チームふくい」の行政運営

［解決すべき問題・課題］

［事業目的］

近年、社会情勢の変化と急速なデジタル化によって、企業における働き方やオフィスの在り方が変化している。そのため、県庁においても全庁的に職員の効率的・多様的な
働き方やペーパーレスの推進が図られていることから、テレワークやWeb会議など、新しい働き方に対応した職場環境を整備する。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 ともに進める（総合力）
関連する県の計画等 〔 － 〕

事業終了
予定年度
（見直し年

度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R7

補助率 － 法 定 受 託 事 務

課名 総務課 村崎　明子

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

議会局フリーアドレス化事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 外 部局名 議会局



課長名

■ ■ R7 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

［成果指標等の推移］

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

□ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了－ －

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止

職員アンケートにより把握
（フリーアドレス実施後に議会局職員にアンケートを実施予定）

実績

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和７年度の変更点 事業評価

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ７年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標
フリーアドレスの実施
（実施所属数）

(目標) (2)

成果指標
職員の働きやすさの満足
度
（％）

(目標) (70)

議会局内２所属
実績

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ７年度 令和７年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 6,723

令和７年度 議会局内執務室のフリーアドレス化を実施２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

補 助 金 R7

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 6,723 6,723

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

議会局フリーアドレス化事業

部局名 議会局 課名 総務課 村崎　明子

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度
（見直し年

度）

事業実施方法 直営


